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明 細 書

発明の名称 ：空気入 りタイヤ

技術分野

[0001 ] 本発明は、空気入 りタイヤに関 し、詳 しくは、力一カスプライの端部が、

ビ一 ド部 に埋設されたタイャ軸方向の内側 コア及び外側 コアに挟 まれた空気

入 りタイヤに関する。

背景技術

[0002] 下記特許文献 1 は、中子を用いて空気入 りタイヤを製造する中子成形法を

提案 している。 この中子は、空気入 りタイヤの内腔面に等 しい外面を具えて

いる。生タイヤを成形するために、中子の外面には、インナ一ライナ、力一

カスプライ、 ビ一 ドコア、サイ ドウォール ゴム及び トレッ ドゴムなどが貼 り

付 けられる。生タイヤは、金型内で膨張変形 しないように、中子 と共に金型

内で加硫 される。加硫の後、中子は、タイヤか ら分解 されて取 り出される。

中子成形法は、加硫 中の生タイヤの変形が小さいので、寸法安定性 に優れた

空気入 りタイヤを提供することができる。

[0003] 図 9 には、中子成形法で作 られた空気入 りタイヤの ビ一 ド部 b の部分断面

図が示されている。空気入 りタイヤの力一カス c は、力一カスコー ドの配列

体か らなる力一カスプライ c 1 を含んでいる。 ビ一 ド部 b には ビ一 ドコア d

が配置されている。 ビ一 ドコア d は、力一カスプライ c 1 のタイヤ軸方向の

内側 に配された内側 コア d i と、力一カスプライ c 1 のタイヤ軸方向外側 に

配された外側 コア d o とを含んでいる。各 々の内側 コア d i 及び外側 コア d

o は、タイヤ周方向に沿 って、 ビ一 ドコー ドが渦巻 き状 に複数巻 き付 けられ

て構成 されている。力一カスプライ c 1 の端部は、内側 コア d i と外側 コア

d o との間で保持 されている。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 - 1 5 8 0 6 4 号公報



発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 力一カスコー ドと して、熱収縮する材料が用い られることがある。 このよ

うな力一カスコー ドは、加硫時の熱 によって縮む。 内側 コア d i 及び外側 コ

ァ d o の間で保持 された力一カスコ一 ドが熱収縮 した場合、 力一カスコー ド

の張力の上昇 によ り、 力一カス コ一 ドはインナ一ライナ f に食 い込む ことが

ある。 このようなタイヤは、例 えば、 インナ一ライナ f に、 力一カスコー ド

に沿 った傷 が生 じ、望 ま しくない耐久性 を示す。

[0006] 本発明は、以上のような問題点に鑑み案出なされたもので、優れた寸法安

定性及び耐久性 を有する空気入 りタイヤを提供することを主たる目的 と して

いる。

課題 を解決するための手段

[0007] 本発明は、空気入 りタイヤであ って、 トレッ ド部か ら両側のサイ ドウォー

ル部 を経て両側の ビ一 ド部の ビ一 ドコアに至 る力一カスプライか らなる力一

カスを具 えている。前記 ビ一 ドコアは、前記力一カスプライのタイヤ軸方向

内側 に配 された内側 コアと、前記力一カスプライのタイヤ軸方向外側 に配 さ

れた外側 コアとを含んでいる。前記力一カスプライは、前記内側 コアと外側

コアとの間で挟 まれている。前記内側 コア及び前記外側 コアは、それぞれ、

タイヤ周方向に沿 って少な くとも 1周巻回された ビー ドコ一 ドを含んでお り

、前記 ビ一 ドコー ドは、複数本のフィラメン トが撚 リ合わされた最外層 を含

んでいる。少な くとも一方の前記 ビ一 ド部 において、前記内側 コア及び外側

コアの前記各 ビ一 ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向は、前記力一カスプライ

が前記内側 コアと前記外側 コアとの間か らタイヤ半径方向の外側へ移動 しゃ

すい向 きとされている。

[0008] 本発明の空気入 りタイヤは、前記少な くとも一方の ビ一 ド部 において、前

記内側 コアの前記 ビー ドコ一 ドのタイヤ周方向に沿 った巻回方向は、前記外

側 コァの前記 ビ一 ドコー ドのタイャ周方向に沿 つた巻回方向 と同 じであ り、

前記内側 コアの前記 ビー ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向は、前記外側 コア



の前記 ビ一 ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向と逆向きであっても良い。

[0009] 本発明の空気入りタイヤは、前記少なくとも一方のビ一 ド部において、前

記内側コアの前記 ビー ドコ一 ドのタイヤ周方向に沿った巻回方向は、前記外

側コァの前記 ビ一 ドコー ドのタイャ周方向に沿つた巻回方向と逆向きであり

、前記内側コアの前記 ビー ドコー ドの前記最外層の撚 リ方向は、前記外側コ

ァの前記 ビ一 ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向とは同 じであっても良い。

[001 0] 本発明の空気入りタイヤにおいて、前記力一カスコー ドは、無負荷の状態

において、 1 8 0 °C で 5 分間放置 したときの縮み量 y と、放置前の力一カス

コー ドの長さ X との比 （y x ) (%) で表される熱収縮率が 1 . 5 % 以上

であっても良い。

発明の効果

[001 1] 本発明の空気入りタイヤは、少なくとも一方のビ一 ド部において、内側コ

ァ及び外側コアを有する。内側コア及び外側コアの各 ビ一 ドコ一 ドの最外層

の撚 リ方向は、力一カスプライが内側コアと外側コアとの間からタイャ半径

方向の外側へ移動 しやすい向きとされている。従って、力一カスコー ドの熱

収縮が生 じた場合でも、力一カスコー ドは、内側コアと外側コアとの間から

、タイヤ半径方向外側に移動することができる。このような移動は、力一力

スコ一 ドのコ一 ド張力の上昇を抑え、力一カスコ一 ドのィンナ一ライナへの

食い込みを抑制する。従って、本発明の空気入りタイヤは、良好な耐久性を

示す。

図面の簡単な説明

[001 2] [ 図1] 本発明の一実施形態の空気入りタイヤの子午線断面図である。

[ 図2] 図 1 のビ一 ド部の拡大図である。

[ 図3] ビ一 ドコアの側面図である。

[ 図4 ] ( A ) は、 Z 撚 リビ一 ドコー ドの斜視図であり、 （B ) は、 S 燃 リビー

ドコ一 ドの斜視図である。

[ 図5] 内側コア及び外側コアの概略図である。

[ 図6]各 ビー ド部の子午線断面図である。



[ 図7] ( A ) は、 内側 コア形成工程 の説明図であ り、 （B ) は、 力一カス形成

工程 の説明図であ り、 （C ) は、 外側 コア形成工程 の説明図である。

[ 図8] 本発 明の他 の実施形態の内側 コア及び外側 コアの概 略図である。

[ 図9] 従来 の空気入 りタイヤの ビ一 ド部 の断面図である。

発明を実施するための形態

[001 3] 以 下、本発 明の実施 の一形態が、 図面 に基 づ き説明される。

図 1 には、本実施形態の空気入 りタイヤ （以下、単 に 「タイヤ」 と記載 さ

れる場合 がある） 1 のタイヤ回転軸 を含む子午線断面図が示 されている。

[0014] 図 1 に示 されるように、 タイヤ 1 は、 トレッ ド部 2 か ら両側 のサイ ドゥォ

—ル部 3 、 3 を経 て両側 の ビ一 ド部 4 、 4 に至 る力一カス 5 と、各 ビ一 ド部

4 、 4 に配 された ビ一 ドコア 6 とを具 えている。 さ らに、本実施形態のタイ

ャ 1 は、 力一カス 5 のタイヤ半径方向外側 に設 け られたベル ト層 7 と、 力一

カス 5 のタイヤ半径方向内側 に配 されたィンナ一ライナ 8 とを具 えている。

このようなタイヤ 1 は、例 えば、乗用車用のタイヤ と して用い られる。

[001 5] ベル ト層 7 は、ベル トコー ドをタイヤ赤道 C に対 して、例 えば、 1 0 〜 4

0 度 の角度 で配列 した 1 枚以上、本実施形態では、 タイヤ半径方向の内外 2

枚 のベル トプライ 7 A 、 7 B を含んでいる。 これ らベル トプライ 7 A 、 7 B

は、ベル トコー ドが互 いに交差 する向 きに重ね られている。本実施形態のベ

ル 卜コー ドには、 スチール コー ドや、必要 に応 じてァラミ ド、 レー ヨン等の

高弾性 の有機繊維 コ一 ドが用い られる。

[001 6] イ ンナ一ライナ 8 は、例 えば、 ビ一 ド部 4 、 4 間 を 卜ロイ ド状 に跨 ってタ

ィャ内腔面 9 の略全域 に配置 される。 インナ一ライナ 8 は、 タイヤ 1 の内圧

を保持 するため に、空気非透過性 に優 れるのが望 ま しく、例 えば、 ゴム中に

ハ ロゲン化 プチル を 5 0 質量部以上含む プチル系 ゴムか ら形成 される。

[001 7] 図 2 には、 図 1 の ビ一 ド部 4 の拡大図が示 されている。 力一カス 5 は、例

えば、有機繊維 の力一カス コ一 ドをタイヤ周方向に対 して例 えば 7 0 〜 9 0

° の角度 で配列 した 1 枚以上、本実施形態では 1 枚 の力一カス プライ 1 1 か

ら形成 されている。 図 1 又 は図 2 に示 されるように、 力一カス プライ 1 1 は



、 ビ一 ド部 4 、 4 間を跨 って 卜ロイ ド状 にのびている。 力一カスプライ 1 1

のタイヤ半径方向内側の端部 1 1 e は、 ビ一 ドコア 6 の廻 りで折 り返 される

ことな くビ一 ドコア 6 内で終端 している。

[001 8] ビ一 ドコア 6 は、 力一カスプライ 1 1 のタイヤ軸方向の内側面 5 i に沿 つ

て配 される内側 コア 1 4 と、 タイヤ軸方向の外側面 5 o に沿 って配 される外

側 コア 1 5 とを含んでいる。 これ らの内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5 は、 力

—カスプライ 1 1 の端部 1 1 e を両側か ら保持 し、 力一カス 5 の引 き抜 けを

防止 しうる。なお、 ビ一 ド部 4 には、硬質のゴムか らなるェ 一ペ ックスゴ厶

2 0 i 、 2 0 ο が配 され、 ビ一 ド部 4 が補強 されている。 また、 ビ一 ド部 4

には、 リム との摩擦 による損傷や リ厶ずれ等の不具合 を抑制するチェ一ファ

—ゴム 2 1 が配 されている。

[001 9] 図 3 には、 ビ一 ドコア 6 の側面図が示 される。図 1 乃至図 3 に示 されるよ

うに、 ビ一 ドコア 6 (各 内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5 ) は、 タイヤ周方向

に沿 って少な くとも 1 周巻回された ビ一 ドコー ド1 6 を含んでいる。本実施

形態では、 内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5 は、 タイャ軸芯 J 回 りに、 ビ一 ド

コ一 ド1 6 をタイヤ半径方向内側か ら外側 に渦巻 き状 に巻 き重ねて形成 され

ている。 ビ一 ドコ一 ド1 6 は、 タイヤ半径方向内側か ら外側 に巻 き重ね られ

ることによ り、そのタイヤ半径方向の内側端部 1 6 a が固定される。

[0020] 図 2 に示 されるように、本実施形態の内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5 の各

々 は、 タイヤ軸方向に一列で形成 されている。 内側 コア 1 4 及び / 又 は外側

コア 1 5 は、 ビ一 ド剛性 を高めるために、例 えば、 タイヤ軸方向に二列で形

成 されても良い。

[0021 ] 図 4 ( A ) 及び （B ) に示 されるように、 ビ一 ドコー ド1 6 は、複数本の

フィラメン ト1 7 が撚 リ合わされた最外層 1 8 を含んでいる。本実施形態の

ビ一 ドコー ド1 6 は、少な くとも 1 本のフィラメン ト1 7 を含むコァ 1 9 と

、 その外側 に配 される前記最外層 1 8 とを含む撚 リ構造 を有する。

[0022] 本実施形態のコア 1 9 は、 3 本のフィラメン ト1 7 を撚 リ合わせて構成 さ

れている。本実施形態の最外層 1 8 は、 8 本のフィラメン ト1 7 を撚 リ合わ



せて構成されている。各フィラメン ト1 7 は、大きな強度を得るために、例

えば、スチールからなるのが望ましい。

[0023] ビ一 ドコー ド1 6 は、最外層 1 8 のフィラメン ト1 7 の撚 リ方向が特定さ

れるならば、例えば、 n 本のフィラメン ト1 7 を束ねて撚 り合わせた束撚 り

( 1 X n ) 、コア 1 9 と最外層 1 8 とで撚 リ方向、撚 リピッチを同一とした

スラッシュ撚 リ、 n 本のフィラメン 卜1 7 を下撚 リしたス 卜ラン ドのm本を

撚 リ合わせた複撚 リ （m X n ) など、種々の撚 リ構造が採用されても良い。

[0024] 図 4 ( A ) には、最外層 1 8 が Z 撚 リであるZ 撚 リビ一 ドコー ド1 6 Z が

示されている。 「Z 撚 リ」とは、文字 「Z 」の右上から左下への斜めの線の

向きと、 ビ一 ドコー ド1 6 の平面視において最外層 1 8 に表れる螺旋の向き

とが一致する撚 リ方向である。図4 ( B ) には、最外層 1 8 がS撚 リである

S撚 リビ一 ドコー ド1 6 S が示されている。 「S燃 り」とは、文字 「S 」の

左上から右下への斜めの線の向きと、 ビ一 ドコー ド1 6 の平面視において最

外層 1 8 に表れる螺旋の向きとが一致する撚 リ方向である。

[0025] ビ一 ドコー ド1 6 は、撚 リをさらに加える方向の外力が作用すると、その

最外層 1 8 のフィラメン ト1 7 は変形 し難い。逆に、 ビ一 ドコー ド1 6 は、

撚 りが解れる方向の外力が作用すると、その最外層 1 8 のフィラメン ト1 7

は変形 し易い （燃 り戻り）。また、 ビ一 ドコー ド1 6 のタイヤ半径方向の内

側端部 1 6 a は、固定されるため、 ビ一 ドコー ド1 6 の最外層 1 8 のフイラ

メン 卜1 7 の前記 「変形」は、 ビ一 ドコア6 のタイヤ半径方向外側の部分に

位置するビ一 ドコー ド1 6 で生 じ易い。

[0026] 図 5 には、空気入りタイヤ 1 に組み込まれる内側コア 1 4 及び外側コア 1

5 が、概念的に示されている。符号Gは、中子を示 している。図 5 に示され

るように、本実施形態では、少なくとも一方のビ一 ド部 4 において、内側コ

ァ 1 4 及び外側コア 1 5 のビ一 ドコー ド1 6 の最外層 1 8 の撚 リ方向は、力

—カスプライ 1 1 が内側コア 1 4 と外側コア 1 5 との間からタイヤ半径方向

の外側へ移動 しやすい向きとされている。即ち、内側コア 1 4 及び外側コア

5 の最外層のビ一 ドコー ド1 6 は、撚 リ戻りY により、変形 しやすく構成



されているため、力一カスプライ 1 1 がタイヤ半径方向外側 に移動 しやすい

[0027] 例 えば、力一カスコー ド1 0 が熱収縮 した場合、力一カスプライ 1 1 は、

内側 コア 1 4 と外側 コア 1 5 との間か ら、タイヤ半径方向外側 に移動するこ

とができる。従 って、力一カスコー ド1 0 のコー ド張力の過大な上昇が防止

される。 これは、力一カスコー ド1 0 のインナ一ライナ 8 への食い込みを抑

制 し、タイヤ 1 の耐久性 を向上させる。

[0028] 好 ま しくは、内側 コア 1 4 と外側 コア 1 5 とは、互いに対称的に構成 され

る。従 って、内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5 は、力一カスプライ 1 1 を均等

に挟持でき、力一カスプライ 1 1 の保持性能に優れる

[0029] 本実施形態では、各 ビ一 ド部 4 において、内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5

は、 ビ一 ドコー ド1 6 のタイヤ周方向に沿 った巻回方向が等 しい。 また、各

ビ一 ド部 4 において、内側 コア 1 4 の ビ一 ドコー ド1 6 の最外層 1 8 の撚 リ

方向は、外側 コア 1 5 の ビ一 ドコー ド1 6 の最外層 1 8 の撚 リ方向と逆向き

とされている。

[0030] 図 5 の実施形態では、一方の ビ一 ド部 4 a 側 （図 5 の手前側）か ら見たと

きに、中子 G がタイヤ軸心 J の時計回 りに回転 される。 これにより、そこに

渦巻 き状 に巻回される各内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5 の ビ一 ドコー ド1 6

は、タイヤ周方向に反時計回 りに巻回される。 この実施形態では、一方の ビ

- ド部 4 a において、内側 コア 1 4 は、 S 撚 りビ一 ドコー ド1 6 S か ら形成

され、外側 コア 1 5 は、 Z 撚 リビ一 ドコー ド1 6 Z か ら形成 されている。他

方の ビ一 ド部 4 b (図 5 の奧側）において、内側 コア 1 4 は、 Z 燃 リビー ド

コー ド1 6 Z か ら形成 され、外側 コア 1 5 は、 S 撚 リビ一 ドコー ド1 6 S か

ら形成 されている。

[0031 ] 図 6 には、各 ビ一 ド部 4 a 、 4 b の子午線断面図が示されている。力一力

スプライ 1 1 がタイヤ半径方向外側へ移動する場合、各 ビ一 ド部 4 a 、 4 b

において、内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5 の ビ一 ドコー ド1 6 の最外層 1 8

に撚 リ戻 りY が生 じる。 このため、力一カスプライ 1 1 は、力一カスコー ド



1 0 のコー ド張力が緩和されるように、矢印A で示されるようにタイヤ半径

方向外側に移動可能である。

[0032] 力一カスコー ド1 0 の熱収縮率が小さい場合、力一カスコー ド1 0 のコ一

ド張力が過度に上昇せず、力一カスコー ド1 0 は、インナ一ライナ 8 への食

い込み量は小さい。従って、本実施形態は、力一カスコー ド1 0 の熱収縮率

が、好ましくは、 1 . 5 %以上、より好ましくは、 2 . 0 %以上のものに適

用されることで、上記作用 効果がより有効に発揮される。このような力一

カスコー ド1 0 は、比較的安価な、例えば、 P E T やナイロン等から形成さ

れ、コス ト面での生産性に役立つ。

[0033] ここで、前記 「熱収縮率」とは、力一カスコー ド1 0 の無負荷の状態にお

いて、 1 8 0 °Cで 5 分間放置 したときの縮み量 y と、放置前の長さ X との比

( y x ) (%) で定義される。

[0034] 図 5 の実施形態の変形例として、中子Gは、タイヤ軸心 J の反時計回りに

回転されても良い。この場合、そこに貼 り付けられて渦巻き状に巻回される

各コア 1 4 、 1 5 のビ一 ドコー ド1 6 は、タイヤ周方向に時計回りに巻回さ

れる。この場合、各 ビ一 ド部 4 の各コア 1 4 、 1 5 には、それぞれ、図 5 で

示されているものと逆方向の撚 リを持ったビ一 ドコー ド1 6 が用いられる。

図 5 及びその変形例の実施形態では、内側コア 1 4 及び外側コア 1 5 は、 ビ

— ドコー ド1 6 が同じ方向に渦巻き状に巻回されているため、生タイヤ 1 の

形成が容易である。

[0035] 図 7 ( A ) 〜 （C ) には、上述のような空気入りタイヤ 1 の製造方法が説

明される。

空気入りタイヤ 1 は、中子Gのタイヤ形成面 g 上に、未加硫のタイヤ構成

部材を順次貼 り付けることにより生タイヤ t を形成する生タイャ形成工程と

、この生タイヤ t を中子G ごと加硫金型内に投入 して加硫成形する加硫工程

とを含んで製造される。

[0036] 生タイヤ形成工程は、内側コア形成工程 S 1 と、力一カス形成工程 S 2 と

、外側コア形成工程 S 3 とを含んでいる。



[0037] 図 7 ( A ) に示されるように、内側 コア形成工程 S 1 では、中子 G のタイ

ャ形成面 g 上で、内側 コア 1 4 が形成 される。内側 コア 1 4 は、未加硫のゴ

厶で被覆 されたゴム引きの ビ一 ドコー ド1 6 をタイヤ軸芯 J 廻 りで、半径方

向内側か ら外側 に渦巻 き状 に巻 き重ねて形成 される。 このとき、 ビ一 ドコ一

ド1 6 のタイヤ半径方向内端 1 6 a は、タイヤ半径方向外側 に巻 き重ね られ

るビ一 ドコー ド1 6 により固定される。

[0038] 図 7 ( B ) に示されるように、力一カス形成工程 S 2 では、力一カスブラ

ィ 1 1 の半径方向内端 1 1 e がタイヤ半径方向内側 に巻 き下ろされ、内側 コ

ァ 1 4 のタイヤ軸方向外側 に貼付 けられる。

[0039] 図 7 ( C ) に示されるように、外側 コア形成工程 S 3 では、力一カスブラ

ィ 1 1 の内端 1 1 e のタイヤ軸方向外側 に、外側 コア 1 5 が形成 される。外

側 コア 1 5 は、 ゴム引きの ビ一 ドコー ド1 6 をタイヤ軸芯 J 廻 りで、半径方

向内側か ら外側 に渦巻 き状 に巻 き重ねて形成 される。 このとき、 ビ一 ドコ一

ド1 6 のタイヤ半径方向内端 1 6 a は、タイヤ半径方向外側 に巻 き重ね られ

るビ一 ドコー ド1 6 により固定される。

[0040] 内側 コア形成工程 S 1 及び外側 コア形成工程 S 3 において、図 5 に示 した

実施形態では、一方の ビ一 ド部 4 a (図 5 の手前側）では、内側 コア 1 4 と

して S 撚 リビ一 ドコー ド1 6 S が採用される。 S 撚 リビ一 ドコー ド1 6 S の

—端は、中子側 に固定される。中子 G は、タイヤ軸心 J に関 して時計回 りに

回転 されるので、一方の ビ一 ド部 4 a では、 S 撚 リビ一 ドコー ドがタイヤ周

方向で反時計回 りに巻回される。一方の ビ一 ド部 4 a では、外側 コア 1 5 に

、 Z 撚 リビ一 ドコ一 ド1 6 Z が採用される。 Z 撚 リビ一 ドコ一 ド1 6 Z の一

端は、中子側 に固定される。中子がタイヤ軸心 J に関 して時計回 りに回転 さ

れるので、 Z 撚 リビ一 ドコー ド1 6 Z も、タイヤ周方向で反時計回 りに巻回

される。 また、他方の ビ一 ド部 4 b (図 5 の奧側）において、内側 コア 1 4

と して Z 燃 りビ一 ドコ一 ド1 6 Z が、外側 コア 1 5 と して S 燃 りビ一 ドコ一

ド1 6 S が、それぞれ反時計回 りに巻回される。

[0041 ] 図 8 には、本発明の他の実施形態の内側 コア 1 4 及び外側 コア 1 5 が、中



子G とともに示されている。図8 に示されるように、この実施形態では、各

ビ一 ド部 4 a 、 4 b において、内側コア 1 4 及び外側コア 1 5 は、ビ一 ドコ

— ド1 6 の最外層 1 8 の撚リ方向が互いに等 しい。本実施形態では、内側コ

ァ 1 4 及び外側コア 1 5 に、それぞれ、 S撚リビ一 ドコ一 ド1 6 S が用いら

れている。さらに、内側コア 1 4 のビ一 ドコー ド1 6 のタイヤ周方向に沿つ

た巻回方向は、外側コア 1 5 のビ一 ドコー ド1 6 のタイヤ周方向に沿った巻

回方向と逆向きである。

[0042] より具体的には、各ビ一 ド部 4 a 、 4 b の内側コア 1 4 及び外側コア 1 5

にS撚 りビ一 ドコー ド1 6 S が用いられている。この場合、一方のビ一 ド部

4 a (図 8 の手前側）では、内側コア 1 4 は、反時計回りの渦巻き状に巻回

され、外側コア 1 5 は、時計回りの渦巻き状に巻回されている。また、他方

のビ一 ド部 4 b (図 8 の奧側）では、内側コア 1 4 は、時計回りの渦巻き状

に巻回され、外側コア 1 5 は、反時計回りの渦巻き状に巻回されている。こ

のような構成により、タイヤ 1 は、前記実施形態と同様に、撚リ戻りY によ

り、力一カスコー ド1 0 のインナ一ライナ8 への食い込みを抑制でき、タイ

ャ 1 の耐久性を向上 しうる。

[0043] 図 8 の実施形態の変形例として、各ビ一 ド部 4 a 、 4 b の内側コア 1 4 及

び外側コア 1 5 に、それぞれZ 撚リビ一 ドコー ド1 6 Z が用いられても良い

。この場合、各ビ一 ド部 4 a 、 4 b の各内側コア 1 4 及び外側コア 1 5 は、

それぞれ、図8 で示されている方向と逆向きに渦巻き状に巻回される。

[0044] 図 8 及びその変更例の実施形態では、内側コア 1 4 及び外側コア 1 5 は、

S撚 リビ一 ドコー ド1 6 S 又はZ 撚 リビ一 ドコー ド1 6 Z のうちいずれか一

方の撚りのビ一 ドコー ド1 6 から形成される。このような内側コア 1 4 及び

外側コア 1 5 は、ビ一 ドコー ド1 6 の生産性に役立つ。

[0045] 以上、本発明の特に好ましい実施形態について詳述 したが、本発明はこれ

らの実施形態に限定されることなく、種々の態様に変形 して実施 しうる。

[0046] 本発明の効果を確認するために、図 1 に示される内部構造を有する空気入



りタイヤ （2 2 5 4 0 R 1 8 ) が、中子成形法で製造された。各試供タイ

ャのビ一ド構造は、表 1の示される通りである。各試供タイヤについて、力

—カスコードのィンナ一ライナへの食い込み量と耐久性能とがテス卜された

。各タイヤのタイヤ赤道の一方側のビ一ドコア及び他方側のビ一ドコアの構

造は、表 1の通りである。

[0047] 表 1中のビ一ドコードは、撚リ構造 （2 / 7 X O . 3 7 ) 、コード径 1 .

4 1 mm 撚リピッチ5 Ommであり、撚リ方向以外は、同じである。力一カス

コードに関し、 P E T は1670/2dtex 、レーヨンは1840/2dtex 、ァラミドは110

0/2dtex のコ一ドである。

[0048] < 力一カスコードの食い込み量>

各試作タイヤを加硫した後、インナ一ライナへの力一カスコ一ドの食い込

み量が測定された。評価は、食い込み量の逆数について行われ、実施例 1 を

1 0 0 とする指数で表示されている。数値が大きいほど良好である。

[0049] < 耐久性能>

各供試タイヤを8 . 5 J のリム及び 2 1 0 k P a の内圧の条件下で、 ドラ

厶試験機上を速度 8 0 k m h で走行させ、タイヤが破壊するまでの走行距

離が測定された。評価は、実施例 1の走行距離を 1 0 0 とする指数で表示さ

れている。数値が大きいほど良好である。

[0050]
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表 1 に示 されるように、実施例のタイヤは、 力一カスコー ドのインナーラ

ィナヘの食 い込みが抑制 され、 タィャの耐久性 を向上 していることが確認で

きた。

符号の説明

1 空気入 りタイヤ

4 ビ一 ド部

5 カーカス

6 ビ— ドコア

8 インナーライナ

1 1 力一カスプライ

1 4 内側 コア

1 5 外側 コア

1 6 ビー ドコー ド

1 8 最外層



請求の範囲

[ 請求項 1] 空気入 りタイヤであ って、

卜レツ ド部か ら両側のサイ ドウオール部 を経て両側の ビ一 ド部の ビ

- ドコアに至 る力一カスプライか らなる力一カスを具 え、

前記 ビ一 ドコアは、前記力一カスプライのタイヤ軸方向内側 に配 さ

れた内側 コアと、前記カーカスプライのタイャ軸方向外側 に配 された

外側 コアとを含み、

前記力一カスプライは、前記内側 コアと外側 コアとの間で挟 まれて

お り、

前記内側 コア及び前記外側 コアは、それぞれ、 タイヤ周方向に沿 つ

て少な くとも 1 周巻回された ビ一 ドコ一 ドを含み、

前記 ビ一 ドコ一 ドは、複数本のフィラメン 卜が撚 リ合わされた最外

層 を含み、

少な くとも一方の前記 ビ一 ド部 において、前記内側 コア及び外側 コ

ァの前記各 ビ一 ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向は、前記力一カスプ

ラィが前記内側 コアと前記外側 コアとの間か らタイヤ半径方向の外側

へ移動 しやすい向 きとされていることを特徴 とする空気入 りタイヤ。

[ 請求項2] 前記少な くとも一方の ビー ド部 において、前記内側 コアの前記 ビー

ドコ一 ドのタイヤ周方向に沿 った巻回方向は、前記外側 コアの前記 ビ

- ドコ一 ドのタイヤ周方向に沿 った巻回方向 と同 じであ り、

前記内側 コアの前記 ビー ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向は、前記

外側 コアの前記 ビ一 ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向 と逆向 きである

請求項 1 記載の空気入 りタイヤ。

[ 請求項3] 前記少な くとも一方の ビー ド部 において、前記内側 コアの前記 ビー

ドコ一 ドのタイヤ周方向に沿 った巻回方向は、前記外側 コアの前記 ビ

- ドコ一 ドのタイヤ周方向に沿 った巻回方向 と逆向 きであ り、

前記内側 コアの前記 ビー ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向は、前記

外側 コアの前記 ビ一 ドコ一 ドの前記最外層の撚 リ方向 とは同 じである



請求項 1 記載の空気入 りタイヤ。

[ 請求項4] 前記 力一カスコー ドは、無負荷の状態 において、 1 8 0 °C で 5 分間

放置 した ときの縮み量 y と、放置前の力一カスコ一 ドの長 さ X との比

( y x ) (%) で表 される熱収縮率が 1 . 5 % 以上である請求項 1

乃至 3 のいずれかに記載の空気入 りタイヤ。



補 正 され た請求 の範 囲
[201 4年 6 月 2 日（02.06.201 4 )国際事務 局 受理 ]

[ 請 求 項 1 ] 空 気 入 りタ イ ヤ で あ っ て 、

トレ ッ ド部 か ら両 側 の サ イ ドウ オー ル 部 を 経 て 両 側 の ピー ド部 の ビ

ー ドコ ア に 至 る カ ー カ ス プ ライ か らな る カ ー カ ス を 具 え 、

前 記 ビー ドコ ア は 、 前 記 カ ー カ ス プ ライ の タ イ ヤ 軸 方 向 内 側 に配 さ

れ た 内 側 コ ア と、 前 記 力 一 カ ス プ ライ の タ イ ャ 軸 方 向 外 側 に 配 さ れ た

外 側 コ ア と を含 み 、

前 記 力 一 カ ス プ ライ は 、 前 記 内 側 コ ア と外 側 コ ア との 間 で 挟 まれ て

お り、

前 記 内 側 コ ア 及 び 前 記 外 側 コ ア は 、 そ れ ぞ れ 、 タ イ ヤ 周 方 向 に 沿 つ

て 少 な く と も 1 周 巻 回 さ れ た ビー ドコー ドを含 み 、

前 記 ビー ドコー ドは 、 複 数 本 の フ ィ ラ メ ン トが 燃 り合 わ さ れ た 最 外

層 を含 み 、

少 な く と も一 方 の 前 記 ビー ド部 に お い て 、 前 記 内 側 コ ア 及 び 外 側 コ

ァ の 前 記 各 ビー ドコー ドの 前 記 最 外 層 の 撚 り方 向 は 、 前 記 カ ー カ ス プ

ラ ィ が 前 記 内 側 コ ァ と前 記 外 側 コ ア と の 間 か ら タ イ ヤ 半 径 方 向 の 外

側 へ 移 動 しや す い 向 き と さ れ て い る こ と を 特 徴 とす る 空 気 入 り タ イ

ャ 。

【請 求 項 2 】 前 記 少 な く と も一 方 の ビー ド部 に お い て 、 前 記 内 側 コ ア の 前 記 ビー

ドコ一 ドの タ イ ヤ 周 方 向 に 沿 っ た 卷 回 方 向 は 、 前 記 外 側 コ ア の 前 記 ビ

ー ドコー ドの タ イ ヤ 周 方 向 に 沿 っ た 卷 回 方 向 と同 じで あ り、

前 記 内 側 コ ア の 前 記 ビー ドコ一 ドの 前 記 最 外 層 の 燃 り方 向 は 、 前 記

外 側 コ ア の 前 記 ビ一 ドコ 一 ドの 前 記 最 外 層 の 撚 り方 向 と逆 向 き で あ る

請 求 項 1 記 載 の 空 気 入 りタ イ ヤ 。

【請 求 項 3 】 前 記 少 な く と も一 方 の ビー ド部 に お い て 、 前 記 内 側 コ ア の 前 記 ビー

ドコ ー ドの タ イ ヤ 周 方 向 に 沿 っ た 巻 回 方 向 は 、 前 記 外 側 コ ア の 前 記 ビ

一 ドコー ドの タ イ ヤ 周 方 向 に 沿 っ た 卷 回 方 向 と逆 向 き で あ り、

前 記 内 側 コ ア の 前 記 ビ一 ドコー ドの 前 記 最 外 層 の 撚 り方 向 は 、 前 記

外 側 コ ア の 前 記 ビー ドコー ドの 前 記 最 外 層 の 撚 り方 向 とは 同 じで あ る

補 正 され た用 紙 （条 約 第 19条 ）



請求項 1記載 の空気入 りタイヤ。

【請求項 4 】 （補正後） 前記力一カス プ ライ は、カーカス コー ドを含 み、

前記カーカス コー ドは、無負荷 の状 態 にお いて、 1 8 0 で で 5 分 間

放置 した ときの縮 み量 y と、放 置前 のカーカス コー ドの長 さ X との比

( y / x ) ( % ) で表 され る熱収縮率が 1 . 5 %以上で ある請求項 1 乃

至 3 のいずれか に記載 の空気入 りタイヤ。

補正 された用紙 （条約第 19条 )
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